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論文内容要旨
 現在、社会が工学技術に求める価値の中で、経済性、安全性に加えて、環境や資源に代表される"持続
 可能性"が大きな比重を占めるようになった。持続可能性とは、人間活動が将来にわたって持続可能かど
 うかを表す概念であるが、エネルギー供給において特に持続可能性が重要視される。原子力エネルギー
 では、ウランから増殖可能なプルトニウムを用いることで、千年以上の期間に渡ってエネルギー生産を
 続けることが可能であり、資源の点で持続可能性を有する。しかし、環境影響に目を向けると、原子炉
 内で発生する高レベル廃棄物の処理・処分という困難な課題が存在する。放射性廃棄物に含まれる放射
 性核種は数万～千万年にも及ぶ半減期を持つため、頑強なガラス固化体に封入するなどして、地表から
 300メートル以深の地層処分によって厳重に処分される概念が現在のわが国の政策で選択されている。
 しかし、非常に長い半減期に起因する社会受容の困難さから、実際に処分場サイトを選定することは簡
 単ではない。仮に、我が国において一つの処分場も建設できない場合、増加し続ける放射性廃棄物を半
 永久的に地表に貯蔵しなくてはならないため、原子力エネルギーは全く持続可能性のないエネルギー資
 源になる。更に、現在の地層処分場概念は40年間の問に発生する放射性廃棄物に対応しているため、
 一つか二つの処分場しか建設できない場合も、僅か百年程度の持続可能性しか持たないことになる。つ
 まり、高レベル廃棄物の処理・処分方策が原子力エネルギーの持続可能性の程度を左右しかねない。こ
 の状況を打開し、原子力エネルギーを持続可能であるものとするために、分離変換技術による高レベル
 廃棄物管理の負担低減を行うことが本研究の主題である。
 分離変換技術において、その中核を担うのが加速器駆動炉(AcceleratordrivenSystem,ADS)であ
 る。ADSは臨界炉では集中的に燃焼させることが困難なマイナーアクチニド(MinorActinide,MA)を安
 全に核変換することができる。本研究の1つの柱は、ADSの核設計である。既往研究では、後述する3
 つの大きな課題が存在し、本研究ではそれらの解決を行う。本研究のもうひとつの柱は、核設計された
 ADSを導入した場合に発生する廃棄物を合理的に処理処分する方法を提案し、既往研究では示されてこ
 なかった、ADSによる地層処分を中心とする廃棄物管理への効果を定量化することである。
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 策1章では、廃棄物管理の持続可能性に影響を与える3つの要件ついて論じ、その負担を軽減し持続
 可能性を向上させうる分離変換技術の姿を示す。3つの要件とは、潜在的な毒性、公衆被ばく、そして、
 処分場の規模であり、これらをそれぞれ縮小することが分離変換技術の役割である。その為に、以下の
 機能を有する必要があることを示す。
 一高レベル廃液から、MAを分離し、核変換する。
 一廃銀吸着材に含まれるヨウ素を核変換する。
 一高レベル廃液から、発熱性核分裂生成物(S鴎Cs)を分離し、長期貯蔵の後、地層処分する。
 一高レベル廃液から、白金族元素を分離し、再利用する。
 一高レベル廃液に残った元素は、高含有のガラス固化体として処理し、集積的に処分する。
 これらの機能に対して数値目標の設定を行う。潜在的な羅性と被ばく線量に対する効果から、それぞ
 れ、MA99重量%の核変換と、ヨウ素90重量%の核変換を分離変換目標として設定する。処分場を中心
 とする廃棄物管理の規模に対しては、合理的に達成可能な範囲で縮小することを臼標とする。
 続いて、ADSの核設計と地層処分への導入効果のそれぞれに対して、過去の研究の概要と問題点、そ
 して、本研究の目的を述べる。ADSの核設計に対しては、下表の上段に示すように、既往研究には、未
 臨界であることに起因する理論的な不備、鉛ビスマス冷却材の腐食性に起因する被覆管とビーム窓の成
 立性の乏しさ、そして、ヨウ素核変換の検討がなされていないという問題点があり、それぞれに対して、
 本研究の第3章、第4章、第5章で解決されることが述べられる。地層処分への効果に対しては、下表
 の下段に示す既往研究の問題点があることを明らかにし、本研究における解決方法を述べる。
 第2章では、ADSの核設計と地層処分への導入効果評価のそれぞれに対して、前提条件(制限条件)
 と解析手法を述べる。ADSの核設計に対しては、分離変換目標と工学的成立性から導かれる制限条件の
 設定を行う。また、解析コードとその誤差について説明し、制限条件に余裕を持つことで、本研究に対
 して十分な精度を持つことを示す。続いて、地層処分への効果を検討するための前提条件と解析手法及
 びその誤差を説明し、いくつかの誤差要因はあるものの、本研究で行う議論に影響を与えるものではな
 いことを示す。
 第3章では、臨界炉よりもはるかに臨界から離れて運転されるADSのための炉物理理論(未臨界炉
 物理)について論じる。実効増倍率㌔に代わって、ADSの静特性を記述するいくつかの増倍率を新た
 に定義し、そのうち、未臨界増倍率(鳶、.ゐ)によって、エネルギー増倍を直接表せることが示される。エ
 ネルギー増倍を直接表せる性質はADSの核設計において必須であり、第4章でのADS核設計で重要な
 役割を果たす。
 また、将来のADS動特性解析に必要であろう、ADSの動特性を記述する一点炉動特性方程式を導く。
 導出に続いて、静的な一次光平板炉心に対する理論解を例として示し、先に定義したた、、、みなどの特性を
 明らかにする。また、源消失後の動的な状態にある一次元平板炉心の解析によって、新しい動特性方程
 式の妥当性を示す。最後に、二次元R・Zモデルを用いた決定論的手法による数値解を実ADSに近いモ
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 デルに対して得ることで、実際のADSに対しても先に定義したた、.みなどを計算できるこ.とを示すとと
 もに、源中性子や核分裂中性子の増倍に対するADSの炉物理的な特性を明らかにする。
 第4章では、MAを核変換するためのADS実炉の核設計を行う。既往研究で提案されていたADSを
 基準ADSと設定し、基準ADSに対して様々な改良を施すという手順を取る。基準としたADSでは、
 被覆管表面温度は600℃に達していたが、サイクル毎の希釈材割合調整と希釈材割合多領域化を行った
 結果、被覆管表面温度を500℃以下と出来る。また、基準ADSではビーム窓温度が480℃に達してい
 たが、上述のサイクル毎の希釈材割合調整と希釈材割合多領域化に加え、ビーム窓位置を深くすること
 でエネルギ“増倍を改善し、0.938のえ,.ゐを達成する。これはビーム窓温.度にして428℃に相当し・十
 分に制限値を満たす結果である。この改良ADSの燃焼計算を行った結果、年間のMA核変換量が254kg、
 年間のMAロス量が1.Okgであり、滋ス率は0.41%であることが示される。以上のように、第4章では
 工学的な成立性が大きく高められ、かっ、分離変換貝標を満たすMA核変換ADSの核設計が行われる。
 第5章では、第4章で得たADSに基づいて、MAだけではなくi291を核変換するADSの核設計を行
 う。ヨウ素をADSに装荷する手法について、化学形態としてヨウ化ナトリウムを選択し、減速材の役
 割を果たすジルコニウム水素化物ピンと混在させることにより、効率的なヨウ素核変換を行う概念を創
 出する。ヨウ素核変換領域はMA領域の上下(軸方向)と、外側(径方向)とする。それぞれのブラン
 ケット領域の厚さとジルコニウム水素化物ピンの割合を決定するために、システムインベントリ(濫炉
 内+再処理中のヨウ素重量)を定義し、これを最小化することを条件とする。最小となる解を得るため
 に線形計画法を用い、軸方向、径方向それぞれ1トン程度のヨウ素重量を持つADS概念を得る。燃焼
 計算によってそれぞれのサイクルにおけるヨウ素の核変換量とロス量を求めた結果、年間59・9kgのヨ
 ウ素をロス率2.2%で核変換可能なことが示され、分離変換目標が達成される。
 第6章では、第5章で設計したMA・ヨウ棄核変換ADSの地層処分への導入効果を定量化し、第1
 章で論じた分離変換の果たすべき役割が、今回核設計したMA・ヨウ素核変換ADSを用いて達成され
 ることを示す。地層処分への導入効果として、まず、ADSを導入する以前の従来のガラス固化体と、
 ADS導入後の放射性廃棄物(分離変換廃棄物と呼ぶ)に含まれる潜在的な毒性を比較する。ADSの燃
 焼計算に基づいて評価を行うことで、5万年～50万年の期間ではADS導入によって2桁の低減となら
 ず、0.03倍程度の毒性となるなど、単純にロス華分の低減が起きない期間が存在することが示される。
 しかし、潜在的な毒性はほぼ2桁前後、低減可能である。
 次に、従来のガラス固化体及びTRU廃棄物(長半減期低発熱放射性廃棄物)とADS導入後の分離変
 換廃棄物及びTRU廃棄物からの、地下水シナリオに基づいて評価された処分後の公衆被ばく線量を比
 較し、ADS導入によって被ばく線量を1桁程度低減できることを示す。これは、主に1291の90%以上
 を核変換した効果である。分離変換廃棄物については135Csを頑強なSr・Cs焼成体に閉じ込めた効果も
 示される。
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 次に、ADS導入による高レベル廃棄物管理の規模縮小を評価する。そのために、分離変換廃棄物の物
 量を評価し、ADS導入によって廃棄体数が42%に減少することを示す。また、異なる処分場単位面積
 当たりの廃棄体数を持ついくつかの廃棄体定置概念を示し、それぞれの概念に必要な貯蔵期間を求める
 ことで、貯蔵期間と処分場規模の関係を調べる。それにより、ADS導入により、処分前の中間貯蔵規模
 を表す貯蔵容量指標が63%、処分場規模を表す定置面積と掘削量がどちらも15%に縮小することが示さ
 れる。
 最後に行われた導入シナリオ検討では、将来に想定される典型的な原子力発電シナリオである、軽水
 炉継続と、高速増殖炉導入を想定した5つのシナリオに対して、アクチニド核種のマスフロー解析を行
 う。ADSについては、LWR+ADSシナリオでは6基、FBR(Npリサイクル)+ADSシナリオでは7基が、
 いずれも、2050年に導入を開始し、2080年代に導入し終わる。それによって、MAの蓄積は抑止され、
 平衡状態に達することが示される。各シナリオに対して、廃棄物管理、すなわち、貯蔵施設と処分場の
 規模の年代推移を評価した結果、ADSを導入しないLWRシナリオとFBR(Npリサイクル〉シナリオで
 は、34～35年に処分場1サイトという、非常に多くの処分場が要求されるのに対し、ADSを導入する
 ことで、2100年に従来ガラス固化体のための第1処分場が閉鎖され、その後、2176年に操業開始され
 る第2処分場は2440～2510年までの分離変換廃棄物を受け入れることが可能であることが示される。
 以上のように、本研究では、より成立性の高いADS概念の追及と、その地層処分への効果の定量化
 に主眼を置き、それぞれの既往研究の問題点を解決する。本研究の成果は、ADSの実現と、分離変換技
 術によるより合理的な廃棄物管理の追求に大きく貢献するものである。
 表既往研究の問題点と本研究での解決方法
  既往研究の問題点本研究での解決方法
  ADS核設計
  未臨界で運転されるA[)Sに適した、“未臨界炉物理"体系を用いていない。ADSに適合する炉物理観究を行い、“朱臨界炉物理"体系を新たに提案する。
  ADS核言隻計において、ビーム窓部材料及び、被覆管材料の成立性が乏しい。各部の制限条件を設定し、それを満たすADS核設計を行う。
  納Aとあわせて……ウ素の核変換を行うADSの設計がなされていない。新たにMA・ヨウ繁核変換ADSの設計を行う。
  地膚処分への効果
  毒性低減効果のみによって、導入効果を示している。潜在的な毒性、被ばく線量、そして、処分場を中心とする廃棄物管理の規模に着目する。
  毒性低減の評価に、ADSの設計データを用いていないため、不正確である。ADSに対する燃焼計算によって得られるマスフローに基づいた評価を行う。
  分離変換によって発生する廃棄体の性状を考慮した被ばく線量評価がなされていない。“分離変換廃棄物"を設定し、その性状に基づいて被ばく線量評価を行う。
  貯蔵期間を考慮した処分場規模の検討が行われていない。いくつかの処分概念に対して熱過渡解析で貯蔵期間を決め、貯蔵施設の規模を含んだ比較検討を行う。
  わが国で基本路線となっている処分坑道竪置概念に対する校尉例が存在しない。処分坑道竪置概念を基準とし、横置概念を含んだ検討を行う。
  わが国の将来発電炉シナリオに基づいた処分場導入シナリオの検討がなされていない。商業矩シナリオとして、軽水炉シナリオと高遠炉シナリオを設定し、ADS奪入前と導入後の処分場導入シナリオを示す。
  わが国の将来発電炉シナリオに基づいたADSの選入シナリオが検討されていない。同様にADSの灘入シナりオを示す。
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 論文審査結果の要旨
 西原健司君による本論文は、原子力エネルギーの持続可能性を脅かす最大の課題の一つである高
 レベル放射性廃棄物の処理処分に対して、その負担を大きく軽減するための加速器駆動炉(ADS)
 の核設計とその導入効果に対する研究成果が述べられている。
 第一章は序論であり、高レベル廃棄物処分場に影響を与える3つの要件は、潜在的な毒性、公衆
ノ
 被ばく、そして、『処分場の規模、であることが論じられる。続いて、処分場の負担を軽減しうる分
 離変換技術の姿が示され、本研究が社会に貢献することが明確に論じられていると判断される。
 第二章では、本論文を構成するADSの核設計と地層処分への導入効果のそれぞれに対して、過
 去の研究の概要と問題点が述べられ、目的設定が行われている。ADSの核設計では、過去の研究
 に理論上の不備、,鉛ビスマス冷却材の腐食性に起因する被覆管とビーム窓の成立性の乏しさ、そし
 て、ヨウ素核変換の検討がなされていないという重大な問題点があると指摘され、それらの解決が
 本研究の目的であると設定されている。地層処分への導入効果では、第一章で述べた3っの要件の
 評価に対して、過去の研究には多くの課題があることが示され、それらの解決が目的として設定さ
 れている。また、本研究に用いた解析手法と仮定がまとめられ、十分な精度を持っていることが主
モ
 張されている。本章の過去の研究の記述は十分正確なものであり,それを踏まえた研究目的の設定
 と精度の議論も適切であると判断される。
 第三章から第五章ではADSの核設計に対して指摘され本3っの問題点がそれぞれ解決される。
 第三章で導出される未臨界炉物理理論には新規性と有益性が認められ、回章で行われる実例による
 実証で妥当性が確認されたと判断される。第四章、第五章で行われたMA・ヨウ素核変換ADSの
 核設計では合理性・妥当性が認められ、ADSの成立性とヨウ素核変換に関する課題が解決された
 と判断される。
 第六章で行われた地層処分への導入効果の研究では、第一章で論じた3っの要件が現実の地層処
 分概念に即して合理的に定量化され、分離変換の果たすべき役割が今回核設計したMA・ヨウ素核
 変換ADSを用いて達成されることが明確に示されていると判断される。
 以上の通り、本論文の記述は十分に正確・妥当なものであるとともに、今後のADSの実現と、
 分離変換技術によるより合理的な廃棄物管理の追求に大きく貢献するものであると考えられる。
 よって,本論文は博士(工学)の学位論文として合格と認める。
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